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第 1章 計画策定に当たって 
 

１．計画策定の背景 

 

我が国の高齢者人口（65 歳以上）は、令和元（2019）年９月現在、3,588 万人となり、

総人口に占める割合（高齢化率）は 28.4％となっています。今後も高齢者人口は増え続ける

見込みであり、団塊の世代すべてが後期高齢者（75歳以上）になる令和 7（2025）年には

高齢者は 3,677万人（高齢化率 30.0％）、第２次ベビーブームに生まれた世代が 65歳以上

となる令和 22（2040）年には 3,921万人（高齢化率 35.3％）になると予測されています。 

本町においても高齢化は進んでおり、今後は要介護認定者や認知症高齢者のさらなる増加

が見込まれることから、介護予防施策や認知症高齢者への対応を地域全体で取り組む必要が

あります。 

本町の老人福祉計画及び介護保険事業計画である「那智勝浦町第８期老人福祉計画及び第

７期介護保険事業計画」（以下、「前期計画」という）では、高齢者が住み慣れた地域で自分ら

しく暮らし続けることができるよう、医療・介護・介護予防・住まい・生活支援が包括的に提

供される「地域包括ケアシステム」の深化・推進と、介護保険サービスの質の向上、医療と介

護の連携、認知症施策の推進等、高齢者の生活を支える体制や仕組みづくりに取り組んでき

ました。 

今後は、前期計画での取組を一層深化・推進するとともに、先に示したいわゆる「2025年

問題」や「2040年問題」という中長期的な問題にも対応できるよう、保険者の機能強化やサ

ービスを担う介護人材の確保、地域での支え合いの推進等にも積極的に取り組むとともに、

「我が事・丸ごと」の包括的な支援体制の構築等、地域共生社会の実現を図っていくことが

必要になります。 

 新たな計画となる「那智勝浦町第９期高齢者福祉計画及び第８期介護保険事業計画」（以下、

「本計画」という）では、こうした背景を受け、一層の高齢化が進む本町において、「団塊ジ

ュニア世代」が 65歳に到達する令和 22（2040）年を見据え、地域住民、サービス事業所、

行政の協働により構築されてきた地域包括ケアシステムを持続可能な形で深化・発展させ、

ひいては地域共生社会の実現を図っていくために策定します。 
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２．高齢者福祉計画・介護保険事業計画について 

 

高齢者を地域で支えるため、全国の市町村では、平成７（1995）年度から高齢者福祉計画、

平成 12（2000）年度からは高齢者福祉計画・介護保険事業計画に基づき、施策を推進して

います。介護保険制度施行からこれまでの高齢者福祉計画・介護保険事業計画には、大きく

２つの節目がありました。 

１つ目の節目は、平成 18（2006）年度からの「地域包括ケア」の理念・制度の導入です。

本町においても、地域包括支援センターを中核機関として、高齢者に関する総合相談・権利

擁護・ケアマネジメント・ネットワーク機能の強化等により、地域包括ケアシステムの深化・

推進に取り組んでいます。 

２つ目の節目は、平成 27（2015）年度からの医療介護総合確保推進法の施行です。長期

的な社会保障財源を確保する「社会保障と税の一体改革」により、平成 26（2014）年に消

費税が８％に、令和元年には 10％に引き上げられました。そして、社会保障制度改革プログ

ラム法の医療・介護分野の個別法として同法が施行され、在宅医療・介護連携の推進、介護

予防・日常生活支援総合事業の導入、認知症施策の強化等、介護施策の効果を高める取組が

拡大されています。 

 

◆介護保険事業計画・高齢者福祉計画の流れ◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成７～11年度 高齢者福祉計画

国のゴールドプランに基づく市町村中心、在宅重視の高齢者介護基盤の強化

平成12～14年度 第１期介護保険事業計画・第２期高齢者福祉計画

介護保険制度の施行、高齢者保健福祉計画との一体策定

平成15～17年度 第２期介護保険事業計画・第３期高齢者福祉計画

平成18～20年度 第３期介護保険事業計画・第４期高齢者福祉計画

新予防給付、地域包括支援センターと地域支援事業、地域密着型サービスの導入

平成21～23年度 第４期介護保険事業計画・第５期高齢者福祉計画

高齢者医療確保法施行（特定健診の導入、高齢者事業の健康増進事業への移行）

平成24～26年度 第５期介護保険事業計画・第６期高齢者福祉計画

平成27～29年度 第６期介護保険事業計画・第７期高齢者福祉計画

2025年を見据えた計画の位置づけ、医療介護総合確保推進法の施行（在宅医療・
介護連携の推進、介護予防・日常生活支援総合事業の導入、認知症施策の強化等）

平成30～令和2年度 第７期介護保険事業計画・第８期高齢者福祉計画

地域包括ケア強化法の施行（自立支援・重度化防止に向けた保険者機能の強化等）

令和３～５年度 第８期介護保険事業計画・第９期高齢者福祉計画

2040年を見据えた計画、６・７期施策のさらなる推進、介護人材の確保、新型
コロナウイルス等の感染症防止の推進

制
度
黎
明
期

地
域
包
括
ケ
ア
導
入
期

地
域
包
括
ケ
ア
深
化
期
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３．計画の位置づけと期間 

 

（１）計画の位置づけ 

 「高齢者福祉計画」は、老人福祉法（昭和 38年法律第 133号）第 20条の８に基づく

もので、高齢者の福祉の増進を図るために定める計画です。また、「介護保険事業計画」は、

介護保険法（平成 9年法律第 123号）第 117条に基づき、介護保険事業の円滑な実施に

関して定める計画です。本計画では、両計画を一体的に策定します。 
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も
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育
て
支
援
事
業
計
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康
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計
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そ
の
他
生
活
関
連
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野
の
計
画

生
涯
学
習
に
関
す
る
計
画
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域
防
災
計
画

等

老
人
福
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法
・
介
護
保
険
法
等

社
会
保
障
審
議
会
等
で
の
検
討

整
合

那智勝浦町長期総合計画
国

わ
か
や
ま
長
寿
プ
ラ
ン

県
の
施
策
の
方
向
性

県

地域福祉計画
※福祉に関係する上位計画
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（２）計画の期間 

本計画の計画期間は、令和３（2021）年度から令和５（2023）年度までの３年間とし

ますが、人口推計及び介護給付費等の推計等、国の基本指針が示す必要事項については、

令和 22（2040）年度までの長期展望を示すこととします。 

 

 

  
平成27～29年度
（2015～2017）

平成30～令和２年度
（2018～2020）

令和３～５年度
（2021～2023）

令和６～８年度
（2024～2026）

令和９～11年度
（2027～2029）

第６期計画

2015年

団塊の世代が65歳に

2025年

団塊の世代が75歳に

第７期計画 第８期計画 第９期計画 第10期計画

令和９～11年度
（2039～2041）

第14期計画

2040年

団塊Jrが65歳に
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４．日常生活圏域の設定 

 

 日常生活圏域とは「市町村が、その住民が日常生活を営んでいる地域として、地理的条件、

人口、交通事情その他の社会的条件、介護給付等対象サービスを提供するための施設の整備

の状況その他の条件を総合的に勘案して定める区域」とされています。 

この考え方のもと、本町においてはこれまで２つの日常生活圏域を設定しています。本計

画においてもこれまでの考え方を継承し、東圏域及び西圏域を日常生活圏域として設定しま

す。 

 

  

認知症対応型グループホーム…3か所（45床） 

ケアハウス…1か所（29床） 

特別養護老人ホーム…1か所（50床） 

地域密着型特別養護老人ホーム…1か所（29床） 

介護老人保健施設…1か所（100床） 

介護療養型医療施設…1か所（36床） 

住宅型有料老人ホーム…4か所（65床） 

 

那智勝浦町役場 

日常生活圏域西 

湯川・色川・太田・

下里・浦神 

日常生活圏域東 

宇久井・那智・勝浦 
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５．国の基本指針 

 

介護保険事業計画策定に当たっては、国が基本指針を示すことが介護保険法第 116条によ

り定められています。第８期介護保険事業計画について国の基本指針で示された記載を充実

する事項は次表の７項目であり、本町のこれまでの取組と現状・課題に加え、これらの点に

留意して計画策定を進めました。 

基本指針による記載を充実する事項 内容 

１．2025・2040年を見据えたサービス

基盤、人的基盤の整備 

○2025・2040 年を見据えた推計人口等から導かれる

介護需要等を勘案したサービス基盤、人的基盤を踏ま

えた計画の策定 

２．地域共生社会の実現 ○地域共生社会の実現に向けた考え方や取組 

３．介護予防・健康づくり施策の充実・ 

推進（地域支援事業等の効果的な 

実施） 

○一般介護予防事業の推進に関する「PDCAサイクルに

沿った推進」、「専門職の関与」、「他の事業との連携」 

○高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施 

○自立支援、介護予防・重度化防止に向けた取組 

○総合事業の対象者や単価の弾力化 

○保険者機能強化推進交付金等を活用した施策の充実・

推進（一般会計による介護予防等に資する独自事業等

について記載） 

○在宅医療・介護連携の推進（看取りや認知症への対応

強化等） 

○要介護・要支援者へのリハビリテーションの目標 

○PDCAサイクルに沿った推進 

４．有料老人ホームとサービス付き高齢

者向け住宅に係る都道府県・市町村

間の情報連携の強化 

○住宅型有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け

住宅の設置状況 

○整備に当たって有料老人ホーム及びサービス付き高

齢者向け住宅の設置状況を勘案 

５．認知症施策推進大綱を踏まえた 

認知症施策の推進 

○「共生」と「予防」を両輪とした認知症施策の推進 

○教育や地域づくり等、他の分野との連携 

６．地域包括ケアシステムを支える 

介護人材確保及び業務効率化の取組

の強化 

○介護職員に加え、介護分野で働く専門職を含めた介護

人材の確保の必要性 

○介護現場における業務仕分けやロボット・ICT の活

用、元気高齢者の参入による業務改善等、介護現場革

新の具体的な方策 

○総合事業等の担い手確保に関する取組 

○要介護認定を行う体制の計画的な整備を行う重要性 

○文書負担軽減に向けた具体的な取組 

７．災害や感染症対策に係る体制整備 
○近年の災害発生状況や、新型コロナウイルス感染症の

流行を踏まえ、これらへの備えの重要性 
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第２章 高齢者を取り巻く現状 
 

１．高齢者の状況 
 
 

（１）人口の推移と推計 

本町の総人口は減少で推移しており、それに伴って少子高齢化も進行しています。 

高齢者数を見ると、前期高齢者（65～74歳）数は今後減少が見込まれますが、後期高齢

者（75歳以上）数は令和 12（2030）年までは高止まりで、以後減少する見込みとなって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2,133 1,880 1,620 1,392 1,229 1,041 879 759 

3,924 
3,261 

2,692 2,230 1,863 1,615 1,402 1,195 

6,540 
5,876 

5,046 
4,438 

4,007 
3,532 

3,011 
2,499 

2,876 

2,868 

2,999 

2,714 
2,072 

1,766 
1,707 

1,637 

2,712 

3,173 

3,316 

3,473 

3,661 
3,533 

3,183 
2,868 

18,185 
17,080 

15,682 
14,247 
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11,487 

10,182 
8,958 
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40.3 
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H27年
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[2030]

R17年

[2035]

R22年

[2040]

０～14歳 15～39歳 40～64歳 65～74歳 75歳以上 高齢化率

（％）（人）

実績 推計

人口の推移と推計 

（資料）2000 年～2015 年まで：総務省「国勢調査」 

    2020 年以降：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 30（2018）年推計）」 
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（２）高齢者世帯の状況 

「高齢者独居世帯の割合」及び「高齢夫婦世帯の割合」を見ると、全国及び県と比べ

て、いずれも高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
（時点）平成 27（2015）年 （出典）総務省「国勢調査」 

高齢者独居世帯数・高齢夫婦世帯数の推移 

高齢者独居世帯・高齢夫婦世帯の割合 

（出典）総務省「国勢調査」 
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（３）認定者数及び認定率の推移 

認定者数は、令和 12（2030）年までは微増が見込まれています。また、認定率は、横

ばいから高まる傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

  

（資料）見える化システムによる自然体推計 

※実績値は、各年度９月月報数値 

認定者数及び認定率の推移と推計 

267 279 281 283 285 286 287 288 276 248 

193 196 205 206 207 207 210 209 202 181 

254 256 252 254 257 256 258 263 259 
236 

176 172 166 165 169 169 170 169 169 
159 

135 128 137 138 140 141 144 143 148 
142 

159 165 149 151 153 154 157 158 159 
157 

97 96 110 111 113 113 117 118 122 
118 

1,281 1,292 1,300 1,308 1,324 1,326 1,343 1,348 1,335 
1,241 

20.1 20.4 20.6 21.1 21.6 22.0 23.0 
24.9 

26.8 27.1 

(20)

(10)

0

10

20

30

0

500

1,000

1,500

2,000

H30年度

[2018]

R元年度

[2019]

R２年度

[2020]

R３年度

[2021]

R４年度

[2022]

R５年度

[2023]

R7年度

[2025]

R12年度

[2030]

R17年度

[2035]

R22年度

[2040]

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２

要介護３ 要介護４ 要介護５ 認定率

（％）（人）

実績 推計

第７期 第８期
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14.1 14.1

20.3

17.2

13.1 12.2

8.9

18.0

15.3

18.6

15.2

12.0 11.6

9.3

21.2

14.9

19.1

12.9

10.5

13.2

8.2

0

5

10

15

20

25

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

（%）

全国 和歌山県 那智勝浦町

819 876 908 907 924 898 874 939

215 220 236 233 226 217 215 201

667 678 698 704 722 744 754 736

1,701 1,774 1,842 1,843 1,873 1,859 1,842 1,876

22,531
23,180 23,694 23,565 24,000 24,025 23,859

24,684

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

H24年度

[2012]

H25年度

[2013]

H26年度

[2014]

H27年度

[2015]

H28年度

[2016]

H29年度

[2017]

H30年度

[2018]

R元年度

[2019]

費用額（在宅サービス） 費用額（居住系サービス）

費用額（施設サービス） 第1号被保険者1人ひと月あたり費用額

（円）（百万円）

（４）認定者の割合 

認定者の割合は、全国及び県と比べて、要支援１と要介護４で高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

（５）介護費用額の推移 

介護費用額の総額は微増傾向にあり、１人ひと月あたり費用額も増加傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）地域包括ケア「見える化」システム （時点）令和元年度（3 月末時点） 

（資料）平成 23 年度から平成 29 年度：厚生労働省「介護保険事業状況報告（年報）」  

令和元年度：「介護保険事業状況報告（月報）」令和 2 年２月サービス提供分まで 
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２．地域包括ケア「見える化」システムによる地域分析 

 

（１）分析の観点 

地域分析は、各種データ等により他自治体等と本町の現状を比較し、本町の課題等を把握

するために行うものです。地域分析を継続することで介護保険の適正な運営だけでなく、地

域特性を捉えた地域包括ケア体制の推進に寄与するものと考えられています。 

ここでは特に、本町の給付（介護保険事業を実施するに当たり支払われている費用）につ

いて、「認定率」、「受給率」、「受給者１人あたり給付費」の３つの観点から分析を行います。 

 
 

◆給付費と３つの要素との関係◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「受給者 1人あたりの給付費」について、地域包括ケア「見える化」システム上の指標と単位を合わ

せる観点から、以降「受給者 1人あたりの給付月額」（ひと月あたりの給付費）に読み替えます。  

人口 高齢化率 ①認定率 利用率総給付費
③受給者１人あたり給付費

（日数・回数含む）

②受給率

× × × ×＝

≒ 第１号

被保険者数

受給者数

第１号被保険者数

給付費

受給者数

（総）認定者数

第１号被保険者数

受給者数

（総）認定者数

（資料）厚生労働省「介護保険事業（支援）計画策定のための地域包括ケア 

「見える化」システム等を活用した地域分析の手引き」 

※「地域包括ケア「見える化」システム」とは？ 

都道府県・市町村における介護保険事業（支援）計画等の策定・実行を総合的に支援するため

の情報システムで、介護保険に関連する情報等が本システムに一元化されており、一部の機能を

除いて誰でも利用することができるよう、インターネット上に公開されています。 
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（２）認定率について 

全国、県及び近隣自治体との「調整済み認定率」（※）を比較するため、縦軸で「中・重度者

（要介護３～要介護５）」、横軸で「軽度者（要支援１～要介護２）」の調整済み認定率を示し

たグラフを作成しました。 

 その結果、本町は全国と比べて、中・重度者は低く、軽度者は高い「調整済み認定率」を示

していることがわかります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

那智勝浦町

全国

和歌山県

新宮市

太地町

古座川町

北山村

串本町

5.0

5.5

6.0

6.5

7.0

7.5

8.0

8 . 0 9 . 0 1 0 . 0 1 1 . 0 1 2 . 0 1 3 . 0 1 4 . 0 1 5 . 0

中
・
重
度
者
（
要
介
護
３
～
要
介
護
５
）

軽度者（要支援１～要介護２）

調整済み認定率
（％）

（％）

（時点）令和元年(2019 年) 

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和元年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）

および総務省「住民基本台帳人口・世帯数」 

※「調整済み認定率」とは？ 

調整済み認定率とは、認定率の大小に大きな影響を及ぼす、「第 1号被保険者の性・年齢別人

口構成」の影響を除外した認定率を意味します。 

一般的に、後期高齢者の認定率は前期高齢者よりも高くなることがわかっています。第 1 号

被保険者の性・年齢別人口構成が、どの地域も、ある地域または全国平均の 1 時点と同じにな

るよう調整することで、それ以外の要素の認定率への影響について、地域間・時系列で比較がし

やすくなります。なお、後期高齢者の割合が高い地域の認定率は、調整することで下がります。 
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◆要介護認定率に比べ、介護保険サービスの利用率が低くないか？ 

「要介護者のうち、実際にサービスを利用している人の割合」を見ると、全国及び県と

比べて、低くなっています。利用率が低い場合は以下の点が考えられるため、いずれかが

原因となっている可能性について確認する必要があります。 

 

 

▪ 長期間給付が発生していない利用者が多い。 

▪ 病院への入退院時に認定を受け、その後の適切なサービス利用に繋がっていない。 

▪ 介護保険サービスを利用したくても利用したいサービスがない。 

▪ 住民に対する介護保険制度の周知・広報が不十分である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

76.3 74.1 72.0
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全
国
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県
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地
町
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町

北
山
村
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本
町

（％）

要介護者のうち、実際にサービスを利用している人の割合

施設・居住系・在宅受給者数 

（時点）令和２（2020）年１月 

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報 

要支援・要介護認定者数（要介護度別） 

（時点）令和元（2019）年 

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報 
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那智勝浦町

全国

和歌山県

新宮市

太地町

古座川町

北山村

串本町

8.5

9.5

10.5

11.5

12.5

2 . 0 3 . 0 4 . 0 5 . 0 6 . 0 7 . 0 8 . 0 9 . 0

受
給
率
（
在
宅
サ
ー
ビ
ス
）

受給率（施設・居住系サービス）

受給率（在宅サービス/施設・居住系サービス）
（％）

（％）

（３）受給率について 

 全国、県及び近隣自治体との「受給率」を比較するため、縦軸で「在宅サービス」、横軸で

「施設・居住系サービス」の受給率を示したグラフを作成しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆そもそも認定率が高くないか？ 

 

 受給率が高い要因として認定率が高いこ 

とが挙げられます。 

 また、那智勝浦町の場合、軽度者（要支 

援１～要介護２）でやや高い「調整済み認 

定率」となっており、今後、高齢者が年齢を重ねることにより軽度者が中・重度者となるこ

とが予測されるため、一層の注意が必要です。  

（時点）令和元（2019）年  （出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報 

本町は、全国を基準とすると、右図に 

示されるように「在宅サービス、施設・ 

居住系サービス共に高い」エリアに位 

置するため、次のようなことに留意し、 

確認する必要があります。 

在宅サービス

施設・居住系
サービス

高

低

在宅サービス

施設・居住系
サービス

高

低

在宅サービス

施設・居住系
サービス

高

高

在宅サービス

施設・居住系
サービス

低

低
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（４）「受給者 1人あたりの給付月額」（ひと月あたりの給付費） 

全国、県及び近隣自治体との「受給者 1人あたりの給付月額」を比較するため、縦軸で「中・

重度者（要介護３～要介護５）」、横軸で「軽度者（要支援１～要介護２）」の受給者 1人あた

りの給付月額を示したグラフを作成しました。 

 その結果、本町は全国及び県と比べて、中・重度者（要介護３～要介護５）及び軽度者（要

支援１～要介護２）のいずれも、受給者 1人あたりの給付月額が低いことがわかります。 

 

 

 

 

 

なお、受給者 1人あたりの給付月額が高くなる場合は、以下の点が考えられるため、今後

も注意が必要です。 

 

▪ 自立支援に資するケアプランが作成されているか。 

▪ 特定の事業所において、区分支給限度基準額に占める給付費の割合に偏りがないか。 

▪ 特定のサービスの給付費が他の地域と比べて高くないか 
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軽度者（要支援１～要介護２）

受給者１人あたり給付月額（在宅および居住系サービス）
（千円）

（千円）

（時点）令和元（2019）年 

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報 
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 「受給者 1人あたりの給付月額（サービス別）」は、全国及び県と比べて、「特定施設入居

者生活介護」が高いほかは、特に目立って高いサービスはありません。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（時点）令和元（2019）年 （出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報 
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（５）地域分析のまとめ 

 

◇ 認定率について、町の「調整済み認定率」で見ると、全国と比べて、中・

重度者（要介護３～要介護５）で低く、軽度者（要支援１～要介護２）で高

くなっています。また、地域特性では、国や県と比べて、高齢独居世帯や高

齢夫婦世帯の割合が高く、介護保険サービスの利用率が低くなっています。 

特に軽度者では認定率が高く利用率が低い傾向にあることが想定される

ため、要介護認定業務の適正化とともに、適切なサービス利用の促進や、介

護保険サービスを利用しやすい環境の整備、住民に対する介護保険サービス

の周知・広報の充実に努める必要があります。 

◇ 受給率について、全国を基準とすると町は「在宅サービス、施設・居住系

サービスが共に高い」エリアに位置するため、認定率がそもそも高いことが

考えられます。上述の認定率に関する取組を図っていく必要があります。 

◇ 「受給者 1人あたりの給付月額」（ひと月あたりの給付費）について、全

国及び県と比べて、町は中・重度者（要介護３～要介護５）及び軽度者（要

支援１～要介護２）のいずれも、受給者 1人あたりの給付月額が低いことか

ら、介護給付自体に問題があると考えられる状況にありません。 
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３．認知症高齢者の推計 

 

平成 27（2015）年１月に発表された「認知症施策推進総合戦略」（新オレンジプラン）で

は、「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究」（平成 26 年度厚生労働科

学研究費補助金特別研究事業 九州大学 二宮教授）から、新たに推計した認知症の有病率を

基に、認知症高齢者の推計を行っています。 

この研究では、各年齢層の認知症有病率が平成 24（2012）年以降一定と仮定した場合、

令和７（2025）年の有病率は 19.0％になるとしており、このデータから本町における認知

症高齢者を推計すると、以下のようになります。 

 

認知症高齢者の推計 

 

 

 
平成 27年 

（2015年） 

令和２年 

（2020年） 

令和７年 

（2025年） 

高齢者人口 6,315人 6,187人 5,733人 

認知症高齢者の推計 991人 1,064人 1,089人 

認知症有病率 15.7％ 17.2％ 19.0％ 

 

  

991

1,064
1,089
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1,000

1,200

平成27年

（2015年）

令和２年

（2020年）

令和７年

（2025年）

（人）

（資料）「高齢者人口」は地域包括ケア「見える化」システムより 

「認知症高齢者の推計」＝「認知症有病率」×「高齢者人口」 
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第３章 計画策定に向けた調査結果 
 

１．各種調査の実施状況 

 

（１）介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（以下「ニーズ調査」） 

目  的 

本町にお住まいの 65 歳以上の方（要介護認定者を除く）を対象に、暮らしや

健康の状況（運動機能・転倒・口腔機能・閉じこもり・栄養状態・認知機能・地

域での活動等）をお伺いし、現状や課題等を把握するとともに、本計画策定の基

礎資料とするために実施しました。 

調査方法 郵送法（郵送による配布・回収） 

調査時期 令和２年 1月 30日～２月 13日 

 

◆配布・回収状況 

配 布 数 有効回収者数 有効回収率 

1,500人 1,125人 75.0％ 

 

（２）在宅介護実態調査 

目  的 

「高齢者の適切な在宅生活の継続」と「家族等介護者の就労継続」の実現に向

けた介護サービスの在り方を検討することを目的とし、町内の要介護高齢者の介

護者を対象に、本人や介護者の生活状況や施策ニーズをお伺いし、計画の策定に

あたっての基礎資料とするために実施しました。 

調査方法 認定調査員による聞き取り 

調査時期 令和元年 8月～令和 2年 2月 

 

◆配布・回収状況 

配 布 数 有効回収者数 有効回収率 

152人 152人 100％ 
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（３）在宅生活改善調査 

目  的 

本町に所在する居宅介護支援事業者及び小規模多機能型居宅介護事業者を対象

に、現在のサービス利用では、生活の維持が難しくなっている利用者の実態につ

いてお伺いし、住み慣れた地域での生活を継続するために必要な支援やサービス

等について検討するために実施しました。 

調査方法 郵送法（郵送による配布・回収） 

調査時期 令和２年 7月 

 

◆配布・回収状況 

配 布 数 有効回収者数 有効回収率 

10事業者 10事業者 100％ 

 

（４）介護人材実態調査 

目  的 

本町に所在する訪問系サービス及び施設・居住系サービスを提供する事業者を

対象に、介護人材の実態（性別・年齢別・資格の有無別等）についてお伺いし、

今後の介護人材の確保に向けた取組等を検討するために実施しました。 

調査方法 郵送法（郵送による配布・回収） 

調査時期 令和２年 7月 

 

◆配布・回収状況 

配 布 数 有効回収者数 有効回収率 

38事業者 37事業者 97.4％ 
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２．調査結果から見える町の実態 

 

（１）高齢者が抱えるリスクの状況 

本町の高齢者は、70 歳を超えると運動器機能低下リスクや転倒リスクが高まる傾向があ

り、これと同時期に閉じこもり傾向も高まりを見せています。 

 

■運動器機能低下リスク（ニーズ調査）    ■転倒リスク（ニーズ調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■閉じこもり傾向（ニーズ調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

9.2 

14.0 

31.7 

42.0 

51.8 

59.8 

88.2 

82.6 

65.6 

54.9 

41.5 

34.0 

2.6 

3.5 

2.8 

3.1 

6.7 

6.2 

0 20 40 60 80 100

65～69歳（ｎ=195）

70～74歳（ｎ=258）

75～79歳（ｎ=218）

80～84歳（ｎ=193）

85～89歳（ｎ=164）

90歳以上（ｎ=97）

該当 非該当 判定不能

（%）

9.2 

9.3 

31.2 

45.6 

56.1 

64.9 

86.7 

86.8 

66.5 

51.3 

40.2 

27.8 

4.1 

3.9 

2.3 

3.1 

3.7 

7.2 

0 20 40 60 80 100

65～69歳（ｎ=195）

70～74歳（ｎ=258）

75～79歳（ｎ=218）

80～84歳（ｎ=193）

85～89歳（ｎ=164）

90歳以上（ｎ=97）

該当 非該当 判定不能

（%）

14.9 

27.9 

34.9 

44.6 

44.5 

60.8 

83.1 

69.8 

63.3 

54.4 

49.4 

36.1 

2.1 

2.3 

1.8 

1.0 

6.1 

3.1 

0 20 40 60 80 100

65～69歳（ｎ=195）

70～74歳（ｎ=258）

75～79歳（ｎ=218）

80～84歳（ｎ=193）

85～89歳（ｎ=164）

90歳以上（ｎ=97）

該当 非該当 判定不能

（%）
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 また、要支援・要介護認定者の傷病の状況では、多くの人が「筋骨格系疾患」や「変形性関

節疾患」等の運動器機能低下に繋がる傷病を抱えています。 

 

■要支援・要介護認定者が抱えている傷病（在宅介護実態調査） 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

これらのことから、運動器機能低下から閉じこもり傾向となり、要介護申請に繋がってい

くことが考えられます。介護予防、なかでも特に運動面に関する取組が求められます。 

 

 

  

7.9 

19.1 

9.9 

5.3 

2.6 

27.0 

7.9 

24.3 

21.1 

4.6 

0.7 

15.1 

15.8 

10.5 

5.9 

0.0 

0 10 20 30

脳血管疾患（脳卒中）

心疾患（心臓病）

悪性新生物（がん）

呼吸器疾患

腎疾患（透析）

筋骨格系疾患（骨粗しょう症、脊柱管狭窄症等）

膠原病（関節リウマチ含む）

変形性関節疾患

認知症

パーキンソン病

難病（パーキンソン病を除く）

糖尿病

眼科・耳鼻科疾患（視覚・聴覚障害を伴うもの）

その他

なし

わからない

全体（ｎ＝152）

（%）
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（２）高齢者の社会参加の実態 

ニーズ調査回答者の約７割と、本町の高齢者の多くはボランティアや老人クラブ、通いの

場等のグループ活動に参加していない状況にあります。 

しかしながら、地域住民の有志による健康づくりや趣味等のグループ活動があれば「是非

参加したい」・「参加してもよい」と答えた人が４割超となっており、また、グループ活動の

お世話役をしてもよいと答えた人は、２割超となっています。 

 これらのことから、本町には、通いの場を充実するための資源が揃っているといえます。 

 

■ボランティア等のグループ活動への参加状況（ニーズ調査） 

 

 

  0.5 

1.5 

1.4 

0.3 

0.6 

0.2 

0.2 

10.6 

2.7 

5.3 

3.4 

0.4 

2.0 

0.7 

0.1 

4.2 

1.9 

4.4 

2.8 

0.5 

2.9 

0.5 

0.3 

1.4 

6.1 

5.2 

8.6 

2.6 

3.5 

2.8 

1.9 

1.2 

11.7 

2.7 

6.0 

3.3 

1.7 

8.3 

15.7 

2.9 

67.9 

70.6 

67.0 

80.8 

78.2 

77.5 

69.2 

68.9 

9.2 

10.3 

10.8 

12.1 

11.1 

10.0 

12.6 

10.8 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

① ボランティアのグルー

プ（ｎ=1,125）

② スポーツ関係のグ

ループやクラブ（ｎ

=1,125）

③ 趣味関係のグループ

（ｎ=1,125）

④ 学習・教養サークル

（ｎ=1,125）

⑤ （サロンやゆうゆう体

操など）介護予防のため

の通いの場（ｎ=1,125）

⑥ 老人クラブ（ｎ=1,125）

⑦ 町内会・自治会（ｎ

=1,125）

⑧ 収入のある仕事（ｎ

=1,125）

週４回以上 週２～３回 週１回 月１～３回

年に数回 参加していない 無回答

（%）

（ｎ＝1,125）

① ボランティアの

グループ

② スポーツ関係の

グループやクラブ

③ 趣味関係の

グループ

④ 学習・教養サークル

⑤ （サロンやゆうゆう

体操など）介護予防

のための通いの場

⑥ 老人クラブ

⑦ 町内会・自治会

⑧ 収入のある仕事



 

24 

■地域住民の有志による健康づくりや趣味等のグループ活動について（ニーズ調査） 

 グループ活動への参加意思  

 

 

 

 グループ活動のお世話役（企画・運営）としての参加意思  

 

 

 

 

  

6.8 37.1 42.9 2.1 11.1 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全体（ｎ=1,125）

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない 既に参加している 無回答

（%）

1.6 20.3 65.3 1.5 11.3 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全体（ｎ=1,125）

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない 既に参加している 無回答

（%）
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（３）介護の実態 

①主な介護者の実態 

本町の介護者の多くは、配偶者や子といった家族となっています。 

家族や親族といった介護者は、「ほぼ毎日」介護を行っていますが、単身世帯ではその割合

が低く、介護を受けていない人も３割超と多い状況にあります。 

 家族や親族による介護の内容では、介護度に関わらず「外出の付き添い、送迎等」が多く

なっており、そのほかでは「食事の準備」や「その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）」、「金

銭管理や生活面に必要な諸手続き」といった生活支援に関するものが多くなっています。 

要介護３以上では、「排泄」や「身だしなみ（洗顔・歯磨き等）」、「衣服の着脱」といった身

体介護も多くの介護者が行っていますが、一方で、「排泄」や「認知症状への対応」、「外出の

付き添い、送迎等」については、不安を感じている介護者が多くなっています。 

「排泄」や「外出の付き添い、送迎等」等は、不安を抱えながら介護を行っている状況にあ

るといえます。 

 

■主に介護をする人（在宅介護実態調査） 

 

 

■家族や親族による介護の頻度（在宅介護実態調査） 

 

 

  

26.3 

68.7 

22.5 

55.1 

64.5 

25.0 

67.5 

7.6 

6.7 

6.3 

10.0 

0.8 

2.2 

8.5 

22.2 

1.7 

4.4 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全体（ｎ=118）

単身世帯（ｎ=45）

夫婦のみの世帯（ｎ=32）

その他（ｎ=40）

配偶者 子 子の配偶者 孫 兄弟・姉妹 その他 無回答

（%）

世
帯
類
型

17.8 

30.9 

8.3 

4.3 

6.6 

13.2 

2.8 

13.2 

25.0 

2.8 

4.3 

5.9 

7.4 

8.3 

2.2 

51.9 

20.6 

75.0 

80.5 

4.6 

2.9 

2.8 

8.7 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全体（ｎ=152）

単身世帯（ｎ=68）

夫婦のみの世帯（ｎ=36）

その他（ｎ=46）

ない

家族・親族の介護はあるが、週に１日よりも少ない

週に１～２日ある

週に３～４日ある

ほぼ毎日ある

無回答

（%）

世
帯
類
型
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4.2 

8.3 

2.1 

4.2 

4.2 

6.3 

10.4 

75.0 

12.5 

10.4 

4.2 

54.2 

79.2 

50.0 

4.2 

11.4 

2.3 

4.5 

27.3 

9.1 

29.5 

9.1 

70.5 

47.7 

20.5 

6.8 

70.5 

72.7 

61.4 

6.8 

62.5 

45.8 

37.5 

25.0 

66.7 

66.7 

45.8 

70.8 

83.3 

41.7 

4.2 

87.5 

100.0 

83.3 

0.0 

0 50 100

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助

（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ

（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、

送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応

（経管栄養、ストーマ 等）

食事の準備（調理等）

その他の家事

（掃除、洗濯、買い物 等）

金銭管理や生活面

に必要な諸手続き

その他

要支援１・２（ｎ＝48） 要介護１・２（ｎ＝44）

8.3 

8.3 

2.1 

14.6 

0.0 

0.0 

14.6 

22.9 

2.1 

12.5 

2.1 

12.5 

12.5 

0.0 

4.2 

14.6 

12.5 

20.5 

15.9 

4.5 

20.5 

2.3 

9.1 

11.4 

22.7 

15.9 

9.1 

2.3 

20.5 

22.7 

6.8 

2.3 

13.6 

2.3 

25.0 

33.3 

12.5 

8.3 

4.2 

4.2 

16.7 

20.8 

4.2 

33.3 

4.2 

8.3 

8.3 

12.5 

4.2 

8.3 

4.2 

0 50 100

要介護３以上（ｎ＝24）

（%）

不安に感じていることは、

特にない

主な介護者に

確認しないと、わからない

「行う介護」には選択肢

がありません。

■主な介護者が行う介護と不安に感じる介護等について（在宅介護実態調査） 

       行う介護           不安に感じる介護  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

27 

②介護保険サービスの実態 

在宅で介護を受ける人のうち、7.8％の人が在宅での生活の維持が困難になっており、その

うち半数超が独居となっていますが、単身の子どもとの同居も多くなっています。 

■在宅での生活の維持が難しくなっている利用者（在宅生活改善調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■上記で難しいと答えた人の内訳（在宅生活改善調査） 

順
位
（
上
位

10

類
型
） 

回
答
数 

粗
推
計 

割
合 

世帯類型 居所 要介護度 

独
居 

夫
婦
の
み
世
帯 

単
身
の
子
ど
も
と
の
同
居 

そ
の
他
世
帯 

自
宅
等
（
持
ち
家
） 

自
宅
等
（
借
家
） 

サ
高
住
・
住
宅
型
有
料
・
軽
費 

介
２
以
下 

介
３
以
上 

1 7人 7人 20.0% ★    ★    ★ 

1 7人 7人 20.0% ★    ★   ★  

3 6人 6人 17.1% ★     ★  ★  

4 4人 4人 11.4%    ★ ★    ★ 

4 4人 4人 11.4%   ★  ★    ★ 

6 2人 2人 5.7%   ★  ★   ★  

6 2人 2人 5.7%  ★   ★   ★  

8 1人 1人 2.9%    ★ ★   ★  

8 1人 1人 2.9%  ★   ★    ★ 

8 1人 1人 2.9% ★      ★  ★ 

上記以外 0人 0人 0.0%  

合計 35人 35人 100.0%  

  

84.9 7.6 
0.2 

7.3 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全体（ｎ=450）

自宅等に居住/生活上の問題はない

自宅等に居住/生活の維持が難しい

サ高住・住宅型有料・軽費老人ホームに居住/生活の維持が難しい

サ高住・住宅型有料・軽費老人ホームに居住/生活上の問題はない

（%）
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 在宅での生活の維持が困難になっている理由では、「認知症の症状の悪化」や「必要な身体

介護の増大」が挙げられます。 

具体的には、「必要な身体介護の増大」では、「移乗・移動」や「排泄（夜間）」、要介護３以

上では、「入浴」が多くなっています。「認知症の症状の悪化」では、「一人での外出が困難」

や「薬の飲み忘れ」、「金銭管理が困難」が多くなっています。 

■生活の維持が難しくなっている理由（本人の状態に属する理由）（在宅生活改善調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■「必要な身体介護の増大」が理由の人の具体的な内容（在宅生活改善調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

37.1 

51.4 

57.1 

14.3 

22.9 

0.0 

2.9 

33.3 

44.4 

77.8 

16.7 

11.1 

0.0 

5.6 

41.2 

58.8 

35.3 

11.8 

35.3 

0.0 

0.0 

0 20 40 60 80

必要な生活支援の発生・増大

必要な身体介護の増大

認知症の症状の悪化

医療的  ・医療処置の必要性の高まり

その他、本人の状態等の悪化

本人の状態等の改善

該当なし

全体（ｎ＝35）

要介護１～要介護２（ｎ＝18）

要介護３～５（ｎ＝17）

（%）

33.3 

77.8 

44.4 

55.6 

77.8 

66.7 

44.4 

16.7 

37.5 

50.0 

25.0 

37.5 

75.0 

50.0 

37.5 

0.0 

30.0 

100.0 

60.0 

70.0 

80.0 

80.0 

50.0 

30.0 

0 20 40 60 80 100

見守り・付き添い

移乗・移動

食事摂取

排泄（日中）

排泄（夜間）

入浴

更衣・整容

その他

全体（ｎ＝18）

要介護１～要介護２（ｎ＝8）

要介護３～５（ｎ＝10）

（%）
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35.0 

70.0 

70.0 

50.0 

20.0 

10.0 

15.0 

15.0 

25.0 

20.0 

25.0 

28.6 

64.3 

71.4 

42.9 

21.4 

7.1 

14.3 

14.3 

21.4 

28.6 

14.3 

50.0 

83.3 

66.7 

66.7 

16.7 

16.7 

16.7 

16.7 

33.3 

0.0 

50.0 

0 20 40 60 80

家事に支障がある

一人での外出が困難

薬の飲み忘れ

金銭管理が困難

意欲の低下

徘徊がある

暴言・暴力などがある

強い介護拒否がある

深夜の対応

近隣住民等との     

その他

全体（ｎ＝20）

要介護１～要介護２（ｎ＝14）

要介護３～５（ｎ＝6）

（%）

■「認知症の症状の悪化」が理由の人の具体的な内容（在宅生活改善調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、在宅での生活の維持が難しくなっている人の生活改善には、施設等への入所が適切

であるとする一方で、在宅サービスのうち３サービス（定期巡回サービス、小規模多機能、

看護小規模多機能）も生活の改善に有効であるとされました。 
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■「認知症の症状の悪化」が理由の人の具体的な内容（在宅生活改善調査） 

 

※「３サービス」とは、在宅サービスのうち、「定期巡回サービス」「小規模多機能」「看護小規模多機能」のサー

ビスのことを指します。 

 

 

  

特養のみ

より適切な在宅サービス

より適切な住まい・施設等

より適切な在宅サービス
or住まい・施設等

上記では改善は困難

特養or
その他の施設等

その他の施設等

緊急

450人

在
宅
生
活
の
維
持
が
難
し
く
な
っ
て
い
る
人

そ
の
他

419人

31人

100.0%

22人

8人

1人

0人

6人

3人

13人

非緊急

3人

3人

緊急

非緊急

1人

2人

緊急

非緊急

2人

11人

３サービス

その他在宅

7人

1人

３サービス

その他在宅

1人

0人

6人

19.4%

16人

51.6%

9人

29.0%

そ
の
他
施
設
等
の
待
機
者

特
養
待
機
者

在
宅
サ
ー
ビ
ス
待
機
者

在宅生活者 改善できるサービス 入所・入居の緊急性、特養への申し込みの状況など

在
宅
生
活
者
数



 

31 

（４）認知症に関する状況 

 ニーズ調査回答者の７割超が認知症に関する相談窓口を知らないと答える一方で、認知症

になった時に必要な支援では、「相談窓口や病院、介護サービスなどがすぐにわかる情報の提

供」が多くなっています。 

■認知症に関する相談窓口を知っていますか？（ニーズ調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

■自分自身や家族が認知症になった時、どのような支援があればよいか（ニーズ調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

23.2 72.1 4.7 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全体（ｎ=1,125）

はい いいえ 無回答

（%）

75.3 

28.4 

26.6 

24.5 

22.9 

16.7 

2.2 

0 20 40 60 80

全体（ｎ＝1,125）

（%）

相談窓口や病院、介護サービスなどがすぐにわかる

情報の提供

ボランティアや地域での支え合いなどによる在宅生活

ができる仕組み

認知症の家族間交流など、介護する家族の精神的

負担を軽減できる場づくり

認知症について住民が正しく理解できる普及啓発と

情報発信

介護の仕方やコミュニケーション方法などの研修会

認知症の方が活動できる場、社会参加ができる機会

の提供

その他
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（５）家族介護者の就労実態 

主な介護者のうち、約４割の人が就労しており、なかでも要介護３以上の介護者の４割超

の人が介護するにあたって労働時間を調整している状況にあります。 

■主に介護をする人の勤務形態（在宅介護実態調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■（上記の働いている人のうち）介護をするにあたって働き方の調整の有無（在宅介護実

態調査） 

 

 

  

64.7 

11.8 

5.9 

0.0 

0.0 

11.8 

47.6 

28.6 

4.8 

0.0 

9.5 

4.8 

14.3 

42.9 

0.0 

0.0 

42.9 

14.3 

0 30 60

１．特に行っていない

４．介護のために、「在宅勤務」を利用しながら、働いている

５．介護のために、２～４以外の調整をしながら、働いている

６．主な介護者に確認しないと、わからない

要支援１・２（ｎ＝17） 要介護１・２（ｎ＝21） 要介護３以上（ｎ＝7）

（%）

２．介護のために、「労働時間を調整」しながら、働いている

３．介護のために、「休暇」を取りながら、働いている

28.0 11.0 45.8 0.8 14.4 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全体（ｎ=118）

フルタイムで働いている パートタイムで働いている

働いていない 主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

（%）
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 また、働きながら介護をしている人のうち、半数以上の人が介護を続けていくうえで問題

を抱えているとしており、就労継続に関する取組が必要であるといえます。 

■主な介護者が今後も働きながら介護を続けていけそうか（在宅介護実態調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■主に介護を理由とする離職の有無（在宅介護実態調査） 

 

 

 

  

2.1 

2.1 

2.1 

0.0 

85.4 

2.1 

2.3 

0.0 

0.0 

0.0 

86.4 

4.5 

12.5 

4.2 

0.0 

0.0 

66.7 

8.3 

0 20 40 60 80

主な介護者が仕事を辞めた（転職除く）

主な介護者以外の家族・親族が仕事を辞めた（転職除く）

主な介護者が転職した

主な介護者以外の家族・親族が転職した

介護のために仕事を辞めた家族・親族はいない

わからない

要支援１・２（ｎ＝48） 要介護１・２（ｎ＝44） 要介護３以上（ｎ＝24）

（%）

23.9 49.9 2.2 2.2 10.9 10.9 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全体（ｎ=46）

問題なく、続けていける 問題はあるが、何とか続けていける

続けていくのは、やや難しい 続けていくのは、かなり難しい

主な介護者に確認しないと、わからない 無回答

（%）
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（６）高齢者の移動手段の実態 

 ニーズ調査の結果から、４割超の人が「自動車（自分で運転）」を移動手段としていること

がわかりました。しかしながら、運転免許証については、４割超の人が将来的に自主返納を

検討しており、年齢では「80～84歳」の時が最も多い状況にあります。 

 今後、後期高齢者の増加が見込まれる中で、移動手段に関するニーズはますます高まるこ

とが予想されます。 

■外出する際の移動手段（ニーズ調査） 

 

 

 

■将来的に運転免許証を自主返納したいか（ニーズ調査） 

 

 

 

 

 

 

  

42.1 

38.6 

36.9 

23.1 

14.0 

10.6 

8.1 

6.6 

4.2 

2.2 

1.2 

0.9 

0.0 

0 10 20 30 40 50

自動車（自分で運転）

徒歩

自動車（人に乗せてもらう）

自転車

タクシー

路線バス

歩行器・シルバーカー

電車

バイク

病院や施設のバス

車いす

電動車いす（カート）

その他

全体（ｎ＝1,125）

（%）

43.0 14.6 40.5 1.9 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全体（ｎ=474）

はい いいえ わからない 無回答

（%）
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0.0 

35.1 

24.3 

24.3 

16.2 

0.0 

46.7 

20.0 

20.0 

13.3 

0.0 

25.0 

33.3 

25.0 

16.7 

0.0 

30.0 

20.0 

30.0 

20.0 

0 10 20 30 40 50

過剰である

適当である

やや不足している

不足している

大いに不足している

全体（ｎ＝37）

通所系（ｎ＝15）

施設系（ｎ＝12）

訪問系（ｎ＝10）

（%）

■（上記で「はい」と答えた人のうち）何歳で返納しようと思うか（ニーズ調査） 

 
 

 

（７）介護人材の実態 

 本町の介護人材の実態では、半数以上の事業者が不足しているとしており、厳しい状況に

あります。特に訪問系サービスの事業者では、高齢化が進んでおり、人材確保は喫緊の課題

となっています。 

■介護職員の過不足状況（介護人材実態調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0.0 
2.5 

19.6 

41.2 

17.6 

5.4 

13.7 

0

20

40

65～

69歳

70～

74歳

75～

79歳

80～

84歳

85～

89歳

90歳

以上

無回答

全体（ｎ＝204）

(%)
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■性別・年齢別の雇用形態の構成比（訪問系）（介護人材実態調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■性別・年齢別の雇用形態の構成比（通所系）（介護人材実態調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■性別・年齢別の雇用形態の構成比（施設・居住系）（介護人材実態調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0.5 

6.7 

13.8 

9.2 

7.7 

3.6 

0.0 

2.1 

13.8 

19.5 

12.3 

10.3 

4.1 

0.0 

0 10 20 30 40

女性（正規職員） 女性（計）

（%）

0.5

1.0

7.7

8.2

9.2

7.2

1.0

2.1

8.7

8.2

10.3

7.7

0.0

010203040

男性（正規職員） 男性（計）

（%）

70歳以上

60歳代

50歳代

40歳代

30歳代

20歳代

20歳未満

1.8 

2.8 

8.3 

12.8 

10.1 

3.7 

0.0 

3.7 

9.2 

12.8 

16.5 

14.7 

6.4 

0.0 

0 10 20 30 40

女性（正規職員） 女性（計）

（%）

3.7

4.6

11.0

11.0

0.9

0.0

9.2

11.9

0.0

010203040

男性（正規職員） 男性（計）

（%）

70歳以上

60歳代

50歳代

40歳代

30歳代

20歳代

20歳未満

3.8 

12.5 

21.3 

1.3 

3.8 

10.0 

27.5 

35.0 

6.3 

6.3 

0.0 

0.0 

0 10 20 30 40

女性（正規職員） 女性（計）

（%）

1.3

5.0

2.5

0.0

5.0

5.0

0.0

0.0

0.0

010203040

男性（正規職員） 男性（計）

（%）

70歳以上

60歳代

50歳代

40歳代

30歳代

20歳代

20歳未満

n=195 

n=109 

n=80 
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３．調査結果のまとめ 

 

 
 

◇ 高齢者の心身のリスクについて、70 歳以降、加齢と共に高まっており、

特に運動器機能に関するリスクが高まっています。また、介護を受けている

人の傷病においても、「筋骨格系疾患」や「変形性関節疾患」といった運動

器機能低下に繋がる傷病が多くなっており、介護予防の中でも特に運動面に

関する取組を推進する必要があります。 

 

◇ 地域住民の有志によるグループ活動に「是非参加したい」・「参加してもよ

い」と答えた人が４割超、グループ活動のお世話役をしてもよいと答えた人

は２割超となっていることから、通いの場を充実するためにも元気な高齢者

の方が積極的に活動に参加できる環境づくりを進める必要があります。 

 

◇ 在宅で主に介護を行う介護者は配偶者や子の割合が高くなっていますが、

介護者の加齢により老老介護の実態も見られます。また、不安に感じる介護

について、要介護３以上では「日中の排泄」、「夜間の排泄」、「認知症状への

対応」の割合が高く、在宅での生活の維持が困難になっている理由について、

「認知症の症状の悪化」や「必要な身体介護の増大」が挙げられていること

から、在宅生活の限界点を高めるためにも、訪問系サービスの充実が求めら

れます。 

 

◇ 認知症に関して、相談窓口を知っている人は 23.2％と約４人に１人の割

合であり、自分自身や家族が認知症になった時の支援について、相談窓口や

病院、介護サービス等の情報の提供が最も高くなっていることから、引き続

き周知・啓発に努める必要があります。 

 

◇ 主な介護者の約４割が就労していますが、そのうちの半数の人が介護に関

する問題を抱えていたり就労継続が難しいと感じているため、就労を続けら

れる環境づくりに取り組む必要があります。 

 

◇ 高齢者の移動手段の確保はまちづくり全般の課題でもあるため、関係課と

連携しながら検討を進める必要があります。 

 

◇ 介護人材の確保は全国的に課題となっていることから、本町独自の確保策

や事業所等への支援策を検討するとともに、元気な高齢者も介護に関われる

仕組みづくりや介護専門職の業務効率化や専門性を生かせる支援体制づく

りを進める必要があります。 
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第４章 前期計画の進捗・評価と課題 
 

１．基本理念 

第７次計画では「みんなが笑顔で心豊かに暮らせるまち 那智勝浦」を基本理念に掲げて、

介護予防・日常生活支援総合事業の実施や地域包括ケアシステムの推進等により、一人一人

がいつまでも心身共に健康で豊かな生活を続けられるよう様々な支援を実施してきました。

また、要介護状態になっても自宅や住み慣れた地域で生活が続けられるよう、家族や地域で

支え合う「自助・互助」の構築と、福祉サービスやセーフティネットである「共助・公助」を

充実してきました。 

 

２．基本目標ごとの現状と課題 

基本目標１：健康づくりと介護予防の促進 

 ◇現状 

①介護予防の取組として、運動機能向上トレーニング事業（「ゆうゆう体操」等）、地域包

括支援センター直営介護予防事業（「元気アップ教室」等）を実施。 

②介護予防・日常生活支援総合事業として、介護予防の取組のほか、多様な主体によるサ

ービス事業の実施によって要支援者等の重度化防止や自立支援等が目的の介護予防・

生活支援サービス事業を実施し、生活支援コーディネーターとの連携によってその取

組を促進。 

 ◆課題 

  ①介護予防の取組に掲げた運動機能向上トレーニング事業や地域包括支援センター直営

介護予防事業では、高齢者全体から見ると参加者数が少なく、取組の拡充が必要。 

②介護予防・生活支援サービス事業では、多様な主体によるサービス事業の実施ができ

ておらず、取組の推進が必要。 

 

基本目標２：安心して暮らせる環境の整備 

 ◇現状 

①高齢者福祉事業として、多様化するニーズに対応するため、配食サービス、要介護高齢

者紙おむつ給付、生活管理指導員派遣事業等を実施。 

②在宅医療と介護連携の推進として、医療と介護連携マップの作成、多職種連携会議の

開催、専門職向け研修会や住民向けフォーラム等を実施。 

③災害時における福祉避難所の指定や緊急時の体制整備、高齢者の交通安全・防犯対策、

権利擁護や高齢者虐待防止の取組を実施。 

④公共施設におけるバリアフリー化等、ユニバーサルデザインを意識したまちづくりを

推進。 

⑤要介護者家族への支援として、徘徊高齢者家族に対する支援等を実施。 
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 ◆課題 

  ①町独自の施策として実施してきた高齢者福祉事業について、利用実績が無いか極端に

少ない事業が多く、ニーズを把握し、抜本的な見直しが必要。 

②医療と介護の連携を強化するため、専門職のさらなる連携強化が必要となる。多職種

連携会議や研修会のほか、取組の拡充が必要。 

③災害時・緊急時の支援体制の強化と、高齢者ドライバーの事故防止、詐欺被害を未然に

防ぐため関係機関との連携強化、成年後見制度の利用促進、高齢者虐待への対策強化

等が必要。 

④「那智勝浦町バリアフリー基本構想」に基づくバリアフリーへの継続した取組が必要。 

⑤要介護者家族への支援として計画に掲げた徘徊高齢者家族支援事業・家族介護慰労事

業は、利用者が無いか極端に少なく精査が必要。また、介護者の離職防止等のさらなる

支援への取組が必要。 

 

基本目標３：生涯現役で生きがいのある生活の実現 

 ◇現状 

①地域での高齢者のつながりや生きがいづくりを促進するため、老人クラブへの参加促

進、生涯学習の推進、ふれあいいきいきサロンを実施。 

②高齢者の就労支援を実施。 

③認知症対策の推進について、認知症サポーターやキャラバン・メイトの養成、認知症カ

フェの開催、認知症初期集中支援チームの整備を実施。 

 ◆課題 

①いきいきサロンのグループ数は増加傾向にあるが、老人クラブの加入者数は減少傾向

にある。社会参加の場の創出を図るため、通いの場の支援に関する取組が必要。 

②シルバー人材センターやハローワークとの積極的な連携ができていないため、今後、

具体的にどのように連携強化を図るか検討が必要。 

③認知症カフェの開催数が少なく、認知症初期集中支援チームの対応実績が少ない。認

知症に関する取組は進んでいるとは言えず、今後一層の取組強化が必要。 

 

基本目標４：地域包括ケアシステムを支える体制の充実 

 ◇現状 

①地域包括支援センターの機能強化として、専門職の配置、職員研修やセンターの評価

を実施。 

②多職種による地域ケア個別会議を開催し、自立支援型ケアマネジメントを推進。 

③介護給付適正化のため、要介護認定の適正化、ケアプランの点検、住宅改修・福祉用具

の点検、縦覧点検・医療情報との突合、介護給付費通知を実施。 

 ◆課題 

①センターに保健師が未配置であることや、ケアマネジャーに対する支援等が課題。 

②事例検討が限られているため地域課題の洗い出しが不十分であり、地域ケア推進会議

の開催には至っていない。 

③福祉用具購入・貸与点検については、点検が可能な職員を配置できなかったため未実

施。 
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第５章 計画の理念と体系 
 

１．計画の基本理念 

 

《基本理念》 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

【キーワード】 笑顔、支え合う、生きがい 

 
 

本計画では「地域包括ケアシステム」の深化・推進のための取組を更に進めるとともに、

今後は地域包括ケアの理念を高齢者だけにとどめない包括的な概念となる「地域共生社会」

の実現に向けた取組も推進する必要があります。 

そのため、本計画では「誰もが笑顔かがやく 支え合いのまちづくり」と新たな理念を掲

げ、キーワードとして「笑顔」、「支え合う」、「生きがい」に基づく施策を展開することによ

り、基本理念の実現をめざします。 

そして、高齢者が支援や介護が必要な状態等になっても、自分の意思で自分らしい生活を

営むことができる支援体制の充実を図るとともに、本人とその家族や医療・介護・福祉等の

関係者だけでなく、地域全体でみんなを支え合う仕組みづくりに取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

誰もが笑顔かがやく 支え合いのまちづくり 
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２．計画の方向性 

 

以下の４つの方向性により、本計画の基本理念の実現をめざします。 

 
 

 

 

 

本町は、今後も少子高齢化が進み、高齢者の問題に留まらない複雑化・複合化した地域課

題への取組が必要になります。そのため、高齢者介護や障害福祉といった制度・分野の枠や

支える側・支えられる側という従来の関係を超えた「地域共生社会」実現への視点が必要に

なります。 

本計画における高齢者施策にあっては、地域共生社会の実現に向けた視点を取り入れ、そ

の取組を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 本町では、今後、団塊の世代が 75歳以上となる令和７（2025）年やその子世代が 65歳

以上となる令和 22（2040）年に向けて、要介護者の増加・高止まりやそれを支える現役世

代の減少が避けられない状況になっています。 

 介護が必要になっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることが

できるよう、医療・介護・介護予防・住まい・生活支援の一体的な提供を図る地域包括ケアシ

ステムの深化・推進に向けた様々な取組の強化を図ります。 

 

 

 

 

 

 

方向性その１ 【地域共生社会実現の視点】 

年齢や障害に関わらず、みんなで地域を創ることができる 

方向性その２ 【地域包括ケアシステムの深化・推進】 

介護が必要になっても地域で安心して暮らすことができる 
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 本町は、要介護度において軽度認定率が高く、また、運動器機能低下に関する課題も多く

みられるうえ、通いの場に関する取組も十分とは言えません。運動面を中心とした介護予防

の取組を強力に推し進めます。 

また、介護が必要になっても自立して生活をし、状態悪化の防止を図る「自立支援」や「重

度化防止」といった介護保険の基本理念の実現に向けた様々な取組を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

認知症は、主に加齢により誰にでも起こり得る症状です。高齢化が進む本町においては、

認知症になっても地域で変わらずに過ごすための取組が一層必要になります。国が策定した

認知症施策推進大綱をもとに、認知症に関する取組を進めます。 

  

方向性その３ 【介護予防、自立支援・重度化防止の推進】 

要介護状態にならない、または、要介護状態になっても 

重度化防止や自立した生活ができる 

方向性その４ 【認知症施策の推進】 

認知症になっても地域で変わらずに過ごすことができる 
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３．施策体系 

 

 

   

基本理念

施策の展開

(1)地域共生社会の実現に向けて

(2)介護保険サービスの充実

(3)高齢者の住まいの確保

(4)介護を取り巻く環境づくり

(5)介護予防の推進

(6)認知症になっても安心できる地域づくり

(7)自立支援・重度化防止に向けた取組

(8)町独自事業の実施

(9)災害・感染症への対策

誰もが笑顔かがやく 支え合いのまちづくり

年齢や障害に関わらず、みんなで
地域を創ることができる

要介護状態にならない、
または、要介護状態になっても
重度化防止や自立した生活ができる

介護が必要になっても
地域で安心して暮らすことができる

認知症になっても
地域で変わらずに過ごすことができる

方向性その１

【地域共生社会実現の視点】

方向性その２

【地域包括ケアシステムの深化・推進】

方向性その３

【介護予防、自立支援・重度化防止の推進】

方向性その４

【認知症施策の推進】
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４．施策の展開 

 

（１）地域共生社会の実現に向けて 

地域共生社会の実現には、地域包括ケアシステムの深化・推進や認知症施策等、本計画に

よって進める高齢者施策がその土台となります。これらの施策の達成に向けて取組を進める

とともに、新たに包括的な支援体制である「断らない相談支援」の実現に取り組みます。 

 

施策・事業 

（１）断らない相談支援の実現 

○8050問題※等、世帯の複合的なニーズやライフステージの変化に柔軟に対応するために

は、世帯が抱える相談を丸ごと受け止め、高齢者介護や障害福祉、児童福祉、生活困窮

者対策等の関係部署が一体となって対応することができる体制が必要になります。高齢

者介護の相談窓口となる地域包括支援センターにおいて、地域ケア個別会議や相談事案

の事後検証を積み重ね、断らない相談支援に関する課題を把握し、その解決を図るとと

もに、関係部署との協議の実施等により、一体的な支援体制の構築をめざします。 

 

※8050問題とは？ 

ひきこもり状態が長引き 50代を迎える中高年の子に、その子を支えてきた親も 80代を迎え、

家族を取り巻くさまざまな困難や、社会に支援体制が不十分なことで起こる問題等を言います。 

  

高齢者

地域包括ケアシステム

地域包括支援センター

（高齢者を対象とした相談機関）

子ども・子育て家庭

地域子育て支援拠点

子育て世代包括支援センター

（子ども・子育て家庭を対象

にした相談機関）

生活困窮者支援

共生型サービス

障害者

地域移行・地域生活支援

基幹相談支援センター等

（障害者を対象とした相談機関）

土台としての地域力強化

既存の制度による

解決が困難な課題

○課題の複合化

○制度のはざま

地域包括ケアの理念に基

づいて、分野を横断する

包括的支援を強化

■地域共生社会の実現に向けてめざす体制（概念図） 
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（２）介護保険サービスの充実 

今後、少子高齢化が進む中、介護が必要になっても住み慣れた地域で安心した生活を送る

ためには、在宅生活を支える介護保険サービスが充実し、さらには入退院時や終末期への対

応等、医療ケアが必要な高齢者への支援体制の強化が必要となります。 

在宅における介護保険サービスの充実、ならびに医療と介護の連携強化に向けた取組を進

めます。 

 

施策・事業 

（１）介護保険サービスの整備 

○今後の介護需要の増加に対応するため、まずは既存サービスの維持が重要になります。

一方で、単身世帯や認知症高齢者の増加等、複合化・複雑化する課題に対応するため、

24時間対応型サービス※ 等の新たなサービス整備を検討していく必要があります。 

これらのサービス整備や既存サービスの維持を図るためには、サービスの今後の在り方

について、事業者と共通認識を形成することが重要です。本計画期間において、これら

を協議する場を設置し、サービスの充実に向けた取組を進めます。 

〇現在、介護人材の不足が深刻な状況となっています。事業者をはじめ、ハローワーク等

の関係機関と連携した取組や近隣市町村を含めた広域での取組を進め、介護人材の確保

に努めます。また、元気高齢者による介護現場への就労支援や有償ボランティアの取組

や介護ロボット、ICT の活用等により、担い手不足の解消や介護現場の革新をめざしま

す。 

○指定に係る申請様式・添付書類や手続きに関する簡素化、様式の標準化や電子申請等の

ICT等の活用により業務の効率化を図り、事業者の負担を軽減します。 

 

（２）医療と介護の連携強化（在宅医療・介護連携推進事業） 

○医療と介護が一体となったケアの実現をめざし、多職種による事例検討や研修会の実施

により、医療や介護関係者がお互いの現状や専門性、役割等を学び、気軽に意見交換を

行うことができる顔の見える関係づくりを進めます。 

〇医療や介護関係者が患者や利用者に関する情報の共有を図り、質の高いケアを実現する

ため、新宮保健医療圏において導入されている「電子＠連絡帳」の普及及びその活用に

向けた取組を進めます。 

 

※24時間対応型サービスとは？ 

地域密着型サービスのうち、定期巡回・随時対応型や小規模多機能型、看護小規模多機能型の各

サービスを言います。 
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（３）高齢者の住まいの確保 

本町では、今後、令和 17（2035）年にかけて要介護認定者が増加・高止まりする傾向が

予測されています。そのため、今後の住まいに関するニーズを予測し、低所得者対策や療養

病床の転換を踏まえたうえで、自宅や特別養護老人ホーム等の施設、サービス付き高齢者向

け住宅等の特定施設等の居住環境を計画的に整備することが重要になります。 

 

■町内の施設等の必要利用定員数の見込み 

サービス名 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

施
設 

介護老人福祉施設(特別養護老人ホーム) 50       

介護老人保健施設 100       

介護療養型医療施設 36       

介護医療院 0       

地
域
密
着
型 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

（地域密着型特別養護老人ホーム） 
29       

認知症対応型共同生活介護 45       

地域密着型特定施設入居者生活介護 

（ケアハウス等） 
29       

指
定
外 

住宅型有料老人ホーム 65       

サービス付き高齢者向け住宅 0       

 

 

施策・事業 

（１）施設や住まいの確保 

＜特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院＞ 

〇今後、近隣市の高齢化の進展により、広域においても、さらなる施設需要の高まりが予

想されます。県との協議の実施や連携強化を図り、必要量の確保に努めます。 

〇特別養護老人ホームのうち、地域密着型サービスについては、事業者との協議の場を活

用し、必要量の確保に向けた取組を進めます。 

〇介護療養型医療施設については、現在、医療ケアを必要とする要介護者の受け皿として

必要な施設となっています。介護医療院等への円滑な転換に向けて、必要な支援を行い

ます。 
 

＜認知症対応型共同生活介護（グループホーム）＞ 

〇高齢化の進展により、今後、認知症ケアが必要な高齢者が増加し、グループホームの必

要量の増加も見込まれます。事業者との協議の場を活用し、公募等の実施を含め、必要

な取組を進めます。 
 

第８期の定員数の見込

量について記載予定 
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＜軽費老人ホーム（ケアハウス）＞ 

〇所得の多寡により住まいの確保が困難になることがないよう、定期的に必要量を把握し、

必要な取組を進めます。 
 

＜住宅型有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅＞ 

〇本町の住宅型有料老人ホームにあっては、重度者の受け皿として機能している状況にあ

ります。今後も要介護認定者の増加が予想され、また、地域包括ケアの観点からも、そ

うした機能の維持が重要になります。特定施設入居者生活介護の指定を受ける特定施設

への移行を含め、事業者との協議を通じ、必要な取組を進めます。 

 

（２）生活困窮者等の住まいの確保に向けた取組 

○生活困窮者や社会的に孤立する高齢者等に対応するため、養護老人ホームへの入所をは

じめ、ケアハウスや養護老人ホームの契約入所を含めた住まいの定員総量を把握し、必

要量の確保に向けた取組を進めます。 
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（４）介護を取り巻く環境づくり 

地域包括ケアシステムの深化・推進には、地域で支える体制や、家族が安心して介護を行

うことができる環境づくり等、要介護者を取り巻く環境が重要になります。 

今後も現役世代が減少し、介護人材だけではなく、家族を含めた介護の担い手が一層不足

すると予想されます。地域における見守りや家事支援等の支え合いがより一層重要となるた

め、重点項目として、支え合いのまちづくりの取組を進めます。また、家族が安心して介護

ができる環境づくりを行うため、就労継続等の支援を行います。 

 

施策・事業 

（１）支え合いのまちづくり 

○地域において、お互い様の関係を醸成し、見守りや家事支援等の支え合いの実現をめざ

すため、「生活支援体制整備事業」を強力に推し進めます。併せて「総合事業の多様な主

体による生活支援サービス（B型）」の創設をめざし、生活支援コーディネーターと連携

した取組を進めます。 

〇「生活支援体制整備事業」では、中学校区等の身近な生活圏域において取組が進むよう、

協議体の設置について、生活支援コーディネーターと連携し、地域への働きかけや支援

を行います。また、第１層（町全体）、第２層（日常生活圏域単位）の協議体において、

身近な生活圏域における地域課題を集約・協議し、地域ケア会議等への提起により施策

への展開を図ります。 

〇「総合事業の多様な主体による生活支援サービス（B型）」の創設では、生活支援体制整

備事業による地域への働きかけ・支援のほか、人と人が出会い、顔なじみの関係の構築

から助け合いに繋がることをめざし、老人クラブや社会福祉協議会におけるいきいきサ

ロンを含め、住民主体の通いの場の充実に取り組みます。 

 ➡ 通いの場の充実に関する施策は、「（５）介護予防の推進」の「（２）地域住民への支

援」に記載。 

 

（２）家族介護者への支援 

○就労しながら介護を行う家族介護者が安心して介護を続けることができるよう、ハロー

ワーク等の関係機関と連携を図るなど、就労継続に向けた取組を進めます。 

〇家族介護者は、配偶者、子、兄弟姉妹、就労者等、世帯によって様々となっています。家

族が抱える問題を正確に把握し、不安の軽減を図るため、地域包括支援センターでの相

談受付時に家族支援の視点を盛り込む等、必要な体制の構築を図ります。 
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（３）高齢者虐待対策・権利擁護 

○高齢者虐待については、事件発生時に早期に対応を行い、必要な支援に繋げるため、消

防本部や警察署等の関係機関との連携やマニュアルの整備等、体制の強化を図ります。

また、事件の事後検証を行い、対応力の強化を図ります。 

〇今後、認知症高齢者の増加等、成年後見制度の必要性が一層高まると予想されます。成

年後見制度の普及・啓発や相談窓口の設置、申立支援の実施等を進めるため、中核セン

ターの設置を図り、制度の利用促進に努めます。 

〇高齢者を狙った詐欺犯罪に対応するため、関係部署や消費生活センターと連携し、被害

の防止や被害者への権利擁護を含めた支援等、必要な取組を進めます。 

 

（４）移動手段の確保 

○通院や買い物等、移動に関する課題を抱える高齢者が非常に多くなっています。町営バ

スを含めた公共交通機関の整備について、交通担当部署と連携を図ります。また、地域

の支え合いによる移動手段といった互助や民間サービスを含め、総合的な観点から移動

手段の確保に努めます。 
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（５）介護予防の推進 

本町は、要介護度の軽度認定率が高く、特に運動面での課題が多くなっていますが、これ

は、運動面での取組を中心とした介護予防に関する施策を一層推進することで、状況の改善

が可能であるともいえます。また、町立温泉病院は、リハビリテーション科を有するなど多

くの医療専門職がおり、介護予防における資源も充実しています。これらの資源を総合的に

捉え、効果的・効率的に介護予防の取組を進めます。 

 

施策・事業 

（１）介護予防システムの構築 

〇介護予防の取組を効果的・効率的に進めるには、医療や介護人材等の限られた資源を有

効活用し、高齢者の状態や状況に応じた取組を実施していくことが重要です。 

 元気な時は、自身での運動や通いの場における活動への支援、フレイル期は、総合事業

における短期集中型の取組等、介護認定を受けてからは、介護保険サービス等のリハビ

リテーション体制の強化等、高齢者の状態や状況に応じた取組を図るため、那智勝浦町

版介護予防システムの構築に取り組みます。 

 ★ 令和５年度までに通いの場への高齢者の参加率（参加者数÷高齢者数）を８％へ 

 ★ 令和３年度までに総合事業の短期集中型サービス（C型）を創出 

介護予防システムの構想 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇要介護認定を受けた人は、適切なリハビリテーションを通して状態の維持・改善や重度

化の防止を図ることが重要です。町内のリハビリテーション体制の強化を図るため、事

業者への働きかけや支援を行います。 

 ★ （数値目標記載予定） 

高
齢
者
の
状
態

・通いの場での活動

・自身での活動

介護保険サービス

でのリハビリ

自立

虚弱状態

（フレイル）

介護状態

短期集中型

のリハビリ

通いの場等へ繋げる

第８期の数値目標を記載予定 
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（２）地域住民への支援 

〇住民主体による通いの場の充実を図るため、令和２年度において通いの場の立ち上げ・

運営に関する補助金制度を創設し、通いの場に関する取組を進めています。この取組を

一層進めるため、通いの場マップを含めた介護予防に関するガイドブックを作成し、地

域での啓発活動を積極的に行います。 

 ★ 令和５年度までに町内の全地区に通いの場の設置をめざす 

 ★ 令和３年度までに介護予防に関するガイドブックを作成 

 

○介護予防を効果的に進めるためには、住民が主体的に介護予防に取り組むことが重要で

す。ガイドブックによる地域住民への普及・啓発や、地域において介護予防の取組を広

めるリーダーの養成をめざし、その取組を進めます。 

 ★ 令和４年度までにリーダーの養成講座を実施 

 

（３）保健事業と介護予防の一体的な実施 

○本町においては、令和２年度に保健事業と介護予防の一体的な実施に関する取組を開始

したところですが、今後も後期高齢者医療保険等との制度間の縦割りによる支援の分断

を無くすため、関係部署との連携を強化し、取組を進めます。 
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（６）認知症になっても安心できる地域づくり 

認知症になっても地域で安心して暮らすためには、認知症になっても自分のことは自分で

決めることができる環境が必要です。そのためには、家族の不安軽減や地域の理解・支援と

いった様々な取組を進めるに当たって、本人の声を施策に反映することが重要になります。 

そのため、本町は、「認知症本人の視点に立ったケアの実現」を認知症施策の基本方針とし、

認知症に関する取組を進めます。 

 

施策・事業 

【 基本方針 】認知症本人の視点に立ったケアの実現 

○認知症施策においては、「認知症本人の視点に立ったケアの実現」を基本方針とし、認知

症本人の声や思いが届くことを常に意識し、施策を進めます。 

○認知症本人が自身の思いや必要としていることを気兼ねなく発信することができるよ

う、認知症本人が集い、語り合う場である「本人ミーティング」等を実施し、これらを通

じて集約された意見や課題を施策反映するため、地域ケア会議への提起等を行います。 

 

（１）認知症地域支援推進員の活動促進 

○認知症地域支援推進員は、認知症になっても地域で安心して暮らすために医療や介護等

のネットワーク構築、認知症本人や家族への支援等、重要な役割を担っています。認知

症地域支援推進員が活躍できるよう全面的な支援を行います。 

○地域資源を洗い直し、認知症の状態に応じた適切な支援に繋がるよう認知症ケアパスを

見直します。 

 ★ 令和３年度までに認知症ケアパスを見直し 

 

○認知症本人やその家族の不安を軽減するため、認知症対応型サービス事業者等と連携を

図り、認知症カフェを開設します。 

 ★ 令和３年度までに認知症対応型サービス事業者と連携した認知症カフェを実施 

 

○介護保険サービス事業者の認知症対応力の向上のため、事例検討や個別支援等の事業者

支援に関する取組を進めます。 
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（２）チームオレンジの構築 

○認知症になっても地域で変わらずに暮らしていくためには、認知症になっても、社会参

加ができる地域づくりが重要です。地域住民が認知症のことを正しく理解し、見守り等

の適切なケアを実践することができる地域をめざします。 

○認知症サポーター養成講座を受講したサポーターが、地域で見守り等の支援活動を行う

チームオレンジの立ち上げをめざし、以下の取組を進めます。 

・キャラバン・メイトとの連絡体制の整備や積極的な広報を行い、認知症サポーター養

成講座の量の拡大を図ります。 

・生活支援体制整備事業と連携した取組が必要なことから、生活支援コーディネーター

や認知症地域支援推進員と連携し、支え合いのまちづくりと一体的に取り組みます。 

★ 令和５年度までに認知症サポーター養成講座の受講者数を人口の 10％へ（令和 2年

10月末現在 4.6％） 

 ★ 令和５年度までにチームオレンジを立ち上げる 

 

（３）相談しやすい環境の整備 

○認知症に関する相談窓口の認知度が低いことから、認知症ケアパスを盛り込んだ認知症

ケアに関するガイドブックを作成し、住民への普及・啓発を行います。 

★ 令和４年度までに認知症ケアに関するガイドブックを作成 

 

（４）相談・支援の機能強化 

○本町においては、平成 30年４月に「認知症初期集中支援チーム」を地域包括支援センタ

ー内に立ち上げたところです。認知症に関する相談対応力のさらなる強化を図るため、

事例の事後検証や関係機関との連携強化を図ります。また、認知症に至る前の軽度認知

障害（MCI）の段階で必要な支援に繋がるよう、認知症地域支援推進員とも連携し、通

いの場やチームオレンジ等におけるアウトリーチ支援の体制づくりをめざします。 
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（７）自立支援・重度化防止に向けた取組 

介護保険の基本理念である自立支援・重度化防止の実現は、地域包括ケアシステムにおい

ても重要となります。住民だけではなく、事業者や医療機関等の関係機関を含め、地域全体

に基本理念を広めるため、様々な取組を進めます。 

 

施策・事業 

（１）地域包括支援センターの機能強化 

○地域包括支援センターは、高齢者に関する様々な相談を聞き、必要な支援に繋げること

や高齢者の権利擁護、地域のケアマネジャー支援、介護予防ケアマネジメントの実施等

の役割を担っており、地域包括ケアシステムの中核機関ともいえます。 

地域包括支援センターにおいては、今後、要介護認定者の増加や地域共生社会への対応

等、その重要性が一層高まると予想されています。これらの状況に対応するため、地域

包括支援センターの機能強化を図ります。 

〇地域包括支援センターに３職種（保健師、社会福祉士、主任ケアマネジャー）を配置し、

併せて将来を見据えた人員体制が図られるよう、介護予防ケアマネジメントの外部委託

が行いやすい環境の整備等の必要な取組を進めます。また、障害福祉や生活困窮者対策

等の関係部署や関係機関との協議の実施により、連携を強化し、総合相談機能の充実を

図ります。 

〇介護予防ケアマネジメントの実施にあたっては、自立支援型ケアマネジメントを実現す

るため、地域ケア個別会議を実施します。また、自立支援・重度化防止の基本理念を地

域全体に浸透させるため、介護保険担当部署と共に、地域住民や介護事業者等に対する

普及・啓発活動に取り組みます。 

〇地域包括支援センターにあっては、毎年度、事業の実施状況について評価をし、運営協

議会の意見を踏まえ、適切、公正かつ中立な運営を図ります。 

 

（２）地域ケア会議 

○地域ケア会議は、地域課題を把握し、具体的な施策に繋げていく役割を担っており、地

域包括ケアシステムにおいて重要な会議となります。個別ケースの検討により、自立支

援型ケアマネジメントの実現やケアマネジャーの質の向上をめざす「地域ケア個別会議」

を設置し、地域ケア個別会議において把握した地域課題を施策に繋げるため「地域ケア

推進会議」を設置します。 

 ★ 地域ケア個別会議を月１回開催 

 ★ 地域ケア推進会議を年４回開催 
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（３）介護給付等の適正化 

○利用者に適切なサービスが提供できる環境の整備を図るとともに、介護給付等に必要な

費用の適正化のため、次の取組を実施します。 

 ＜要介護認定の適正化＞ 

○認定調査に従事する調査員一人一人が同じ視点に立ち、同様の判断基準で調査が行える

よう、研修や指導の充実を図り、要介護認定の平準化に努めます。 

○認定調査員の資質向上のため、認定調査員現任者研修の受講及びｅ－ラーニングの活用

を推進します。 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

現任者研修の受講率 

（受講者数÷対象者数） 
100％ 100％ 100％ 

 

＜ケアプランの点検＞ 

○ケアマネジャーが作成したケアプランが利用者の自立支援に向けた適正な計画となって

いるか点検するとともに、事業者への助言・指導等を行います。 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

対象事業者実施率 

(実施件数÷対象事業者数) 
100％ 100％ 100％ 

 

＜住宅改修の点検・福祉用具購入・貸与調査＞ 

○住宅改修工事を行うにあたって、事前審査により改修が受給者の状態に合ったものであ

るか審査をし、書面や聞き取りによる審査が困難な場合は、住宅の実地確認による審査

や施工状況の点検を行います。 

○福祉用具貸与について、自立支援の機会を阻害することなく、適切に利用されているか

利用状況を確認します。 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

住宅改修の事前審査率 100％ 100％ 100％ 

 

＜医療情報との突合・縦覧点検＞ 

○提供されたサービス内容の誤りや医療と介護の重複請求を排除するため、国民健康保険

団体連合会への委託により医療情報との突合・縦覧点検を実施します。 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

医療情報との突合・ 

縦覧点検の実施回数 
月１回 月１回 月 1回 
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＜介護給付費通知＞ 

○定期的に全受給者に対して介護給付費通知を送付し、利用者に自己のサービス利用状況

を確認していただくことで、事業者からの不適切・不正な給付を抑制するとともに、利

用者や事業者に対して適切なサービス利用を啓発します。 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護給付通知率 

（実施者数÷対象者数） 
100％ 100％ 100％ 

  

 

 

（８）町独自事業の実施 

 高齢者の自立支援・重度化防止に資するため、様々な独自事業を実施します。 

 

施策・事業 

（１）市町村特別給付 

 ＜紙おむつ給付事業＞ 

○在宅での生活改善を図るため、在宅で生活する寝たきり又は常時失禁状態の要介護者に

対し、紙おむつ等を給付する「紙おむつ給付事業」を実施します。 

 

（２）福祉サービスの実施 

○高齢者の低所得者対策や自立支援・重度化防止を図るため、様々な事業を実施します。 

 ＜主な事業＞ 

 ・配食サービス事業 

 ・認知症高齢者等見守りＱＲコード活用事業 

 ・成年後見制度利用支援事業 

・緊急通報体制整備事業 

 ・高齢者居宅改修補助事業 
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（９）災害・感染症への対策 

いつ起こるとも知れない災害に対して「那智勝浦町地域防災計画」に沿って対策を行い、

高齢者の安全・安心な環境づくりに努めます。 

また、新型コロナウイルス感染症対策として、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基

づく国や県と整合する取組を推進し、また、平時における備えの充実を図り、高齢者の非常

時・緊急時の安全を確保します。 

 

施策・事業 

（１）防災対策の推進 

○大規模災害の初動時に、地域住民が可能な協力をして、支援が必要な高齢者の避難誘導

や安否確認が行えるよう、「避難行動要支援者台帳」への登録や災害時の行動をあらかじ

め計画する「個別計画」の作成を促進し、自治会、民生委員等の協力を得て、日頃から要

支援者を地域で把握し、見守る自主防災力の強化に努めます。 

○施設や事業者等と協定を締結して、災害時要援護者等を受け入れる福祉避難所の設置に

努めます。 

〇介護事業者において、災害時に適切な行動が図られるよう避難訓練の実施や非常災害対

策計画等について定期的に確認し、必要な支援を行います。 

 

（２）感染症対策の推進 

○新型コロナウイルス感染症による事態が収束するまでの間、本計画に関する全ての施策・

事業については、マスクの着用、手洗いの励行、「３密」（密集、密接、密閉）の回避等の

「新しい生活様式」を実践するとともに、地域への普及啓発に努めます。 

〇介護事業者において、感染症の予防や感染拡大防止策等について、必要な支援を行いま

す。 
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第６章 介護保険事業の推進 
 

 

 

 

 

 

 

第７章 計画の推進に向けて 
 

１．計画の推進体制 

庁内関係課（総務・企画・交通・防災等含む）や庁外関係機関との情報共有や協力体制の

もと、各分野間の連携を図るとともに PDCAを実施しながら各種施策・事業を推進するこ

と等について、記載します。 

 

２．計画の評価 

計画の進捗管理が図れるよう、指標設定等について、記載します。 

 

 

第８期の介護保険料の見込量について記載予定 

第８期の数値目標等についてまとめて記載予定 


